
負債の部

科     目 金     額

【流動負債】

リース債務 1,546

未払費用 1,605

未払消費税等 11

未払法人税等 29,326

預り金 876

賞与引当金 4,882

その他負債 753

流動負債合計 39,001

【固定負債】

リース債務 4,774

退職給付引当金 3,685

役員退職慰労引当金 12,320

固定負債合計 20,779

負債合計 59,781

純資産の部

科     目 金     額

【株主資本】

資本金 500,000

【利益剰余金】

利益準備金 111,000

(その他利益剰余金) ( 2,390,302 )

繰越利益剰余金 2,390,302

利益剰余金合計 2,501,302

株主資本合計 3,001,302

純資産合計 3,001,302

負債純資産合計 3,061,084

科     目 金     額

資産の部

【流動資産】

現金 104

預金 1,928,891

前払費用 352

未収収益 838

買取債権 720,459

仮払金 41,404

その他資産 469

有価証券 100,102

貸倒引当金 △60,090

流動資産合計 2,732,531

【固定資産】

(有形固定資産)

建物 3,289

車両運搬具 6,240

器具備品 2,658

有形固定資産合計 12,189

(無形固定資産)

ソフトウェア 6,240

無形固定資産合計 6,240

(投資その他の資産)

投資有価証券 300,629

敷金・保証金 744

繰延税金資産 8,749

投資その他の資産合計 310,122

固定資産合計 328,552

資産合計 3,061,084

(単位：千円)

貸 借 対 照 表

山陰債権回収株式会社

2025年  3月31日　現在



科     目

【売上高】

回収受託手数料

受託債権回収収益

買取債権回収収益

売上高合計

売上総利益

【販売費及び一般管理費】

営業利益

【営業外収益】

預金利息

有価証券利息

雑収入

営業外収益合計

【営業外費用】

支払利息

貸倒引当金繰入額

買取債権償却

債権保全仮払金償却

雑損失

営業外費用合計

経常利益

特別利益合計

特別損失合計

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

当期純利益

金     額

360

22

353,987

354,370

354,370

180,553

173,816

1,027

1,574

194

2,796

696

17,063

13,009

259

39

31,069

145,544

0

0

145,544

50,269

998

51,268

94,275

(単位：千円)

損 益 計 算 書

山陰債権回収株式会社

自 2024年  4月 1日  至 2025年  3月31日
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個 別 注 記 表 

自 2024年 4月 1日   至 2025年 3月 31 日 

Ⅰ. 継続企業の前提に関する注記 

   なし 

Ⅱ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準および評価方法 

（1）有価証券の評価基準および評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）を採用しております。 

（2）買取債権の評価基準および評価方法 

買取債権の評価は、個別法による原価法を採用しております。 

（3）貯蔵品の評価基準および評価方法 

貯蔵品の評価は、総平均法による原価法を採用しております。 

2. 減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

建物（附属設備を含む）は定額法、建物以外の有形固定資産は定率法を採用しておりま

す。 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、耐用年数を 5年として償却しております。 

 （3）リース資産 

   リース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零と

する定額法を採用しております。 

3. 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

買取債権・仮払金・未収収益・出資金・その他資産については、資産の自己査定要領に

基づいて自己査定を実施し、その結果に基づき償却・引当基準に則して貸倒引当金を計

上しております。 

（2）賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当期に対応する金額を計上して
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おります。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき計上しておりま

す。 

（4）役員退職慰労引当金 

役員の退職給付に備えるため、当期末における要支給額を計上しております。 

4. 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。  

Ⅲ.  貸借対照表等に関する注記 

1. 関係会社に対する金銭債権･金銭債務は、下記のとおりであります。 

（1）債権の明細                                                             (千円) 

区  分 短期債権 長期債権 

関 係 会 社 名 

／ 科目 
預金 

その他の 

未収収益 
未収利息 

その他の 

前払費用 
計 敷 金 計 

㈱山陰合同銀行 1,691,890 0 468 ― 1,692,358 438 438 

計 1,691,890 0 468 ― 1,692,358 438 438 

   (2) 債務の明細                              （千円） 

区  分 短期債務 長期債務 

関係会社名/科目 未払費用    計  計 

㈱山陰合同銀行 ―    ―   

計 ―    ―   

2. 有形固定資産減価償却累計額                     24,920 千円  

Ⅳ. 税効果会計処理に関する注記 

1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(1) 繰延税金資産 

未払事業税                               1,761 千円 

賞与引当金                                                      1,486 千円 

未払社会保険料                                    234 千円 

一括償却資産                                 53 千円 
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退職給付引当金                              1,153 千円 

役員退職慰労引当金                        3,840 千円 

繰延消費税額                            219 千円 

 繰延税金資産合計                                  8,749 千円 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の間に重要な差異はありません。 

Ⅴ. 関連当事者との取引に関する注記 

1. 名称 株式会社山陰合同銀行 

2. 関連当事者が有する持株数  9,500 株   議決権比率 95％ 

3. 関連当事者との関係  連結子会社 

4. 取引の内容  債権管理回収業に関する特別措置法による特定金銭債権の受託・買取 

5. 取引の種類別の取引金額 

  (1) 預金利息          1,021 千円 

 (2) 債権買取           479,650 千円 

6. 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  債権買取価格等については、当社査定基準及び市場実勢等を勘案して決定しております。 

Ⅵ. 一株当たり情報に関する注記 

 一株当り情報 

1.  一株当りの純資産額          300,130 円 26 銭 

2.  一株当りの当期純利益金額       9,427 円 58 銭 

Ⅶ. 重要な後発事象に関する注記 

    なし 


